
（公募実施権者）
分任支出負担行為担当官

海上自衛隊航空補給処管理部長

記

空 補 処 公 示 第 ８ － ２ 号

令 和 ８ 年 ４ 月 ２ ８ 日

　令和７年度、８年度、９年度航空武器等用部品の製造契約希望者募集要項の一部変更について

　「令和７年度、８年度、９年度航空武器等用部品の製造契約希望者募集要項（空補処公示第７－
７号（令和６年１１月１２日）」を下記のとおり変更します。

（　公　印　省　略　）

　１　空補処公示第７－７号（令和６年１１月１２日）の別表の一部をを別表１のとおり改める。
  ２　空補処公示第７－７号（令和６年１１月１２日）の別表に別表２を追加する。



別表１

183 ＨＳＣ－２４用部品 国　産 （株）光電製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

一連番号 調達予定品目名 調達区分 製造会社 防衛省仕様書



別表２

300 ＨＳＣ－２４（　）用部品 国　産 （株）光電製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

一連番号 調達予定品目名 調達区分 製造会社 防衛省仕様書



一部変更

一部変更

一部変更

一部変更

一部変更

（公募実施権者）
分任支出負担行為担当官
海上自衛隊航空補給処管理部長

１ 調達品目
別表のとおり。

２ 公募に応募できる者の資格
応募できる者は、次に掲げる事項の全てに該当する者とする。

　(1)

　(2) 　予決令第７１条の規定に該当しない者であること。
　(3)

　(4)

　(5)

　(6)

　(7)

　(8) 　当該部品の製造に必要な機械器具、生産設備又は同等の設備等を有している者であること。
　(9) 　当該部品の製造に関し、必要な次の体制を有する者であること。

ア

イ 　官側の指定する検査設備及び検査体制が整っていること。
ウ 　履行に必要な技術資料を利用可能であること。
エ

空 補 処 公 示 第 ８ － ２ 号

令 和 ８ 年 ４ 月 ２ ８ 日

　当該部品の製造に対応したＩＳＯ規格等の品質管理体制が整っていること。

　前号により、現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当
該者と同種の物品の売買又は製造若しくは役務請負について防衛省と契約を行おうとする者
でないこと。

　当該部品の製造能力を有し、納入後の不具合発生時、迅速、かつ、継続的に対応可能であ
ること。

　令和４・５・６年度又は令和７・８・９年度競争参加資格（全省庁統一資格）「物品の製
造」において防衛省装備品類の資格を有するか、申請中である者又は経営の規模及び経営の
状況がそれと同程度であると認められる者であること。なお、申請中に応募した場合は資格
決定後、速やかに提出すること。

　当該部品の特許等工業所有権が必要な場合は、当該特許等工業所有権が契約履行時まで
に使用可能であること。

　経営の状況又は信頼度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契約の履行
が確保される者であること。

記

　予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）（以下「予決令」という。）第７０条
の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約
締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。

　防衛省大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官（以下「省指名停止権者」とい
う。）又は海上幕僚長から「装備品等及び役務の調達に係る指名停止等の要領」に基づく指
名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

空 補 処 公 示 第 ７ － ７ 号

令 和 ６ 年 １ １ 月 １ ２ 日

令和７年度、８年度、９年度航空武器等用部品の製造契約希望者募集要項

　令和７年度、８年度、９年度航空武器等用部品の製造契約希望者は、下記に基づき資料等を提出
して下さい。

（　公　印　省　略　）

空 補 処 公 示 第 ７ － ２ ３ 号

令 和 ６ 年 １ ２ 月 ２ ３ 日
空 補 処 公 示 第 ７ － ８ ３ 号

令 和 ７ 年 ６ 月 １ ８ 日
空補処公示第７－１０６号

令 和 ７ 年 １ ０ 月 ３ 日
空補処公示第７－１２５号

令 和 ８ 年 １ 月 ２ ３ 日



  (10)

  (11)

３ 参加表明
　(1)

ア 　資格審査結果通知書（写）
イ

　(2) 　技術資料は、次に示す項目について提出するものとする。
ア 　過去５年間における同等又は類似の実績一覧表（実績がない場合は省略可）
イ

ウ

エ

  (3)

　(4)

　なお、提出資料の製本、綴込み等は要しない。
　(5) 　提出先

　〒292-8686　千葉県木更津市江川無番地
　海上自衛隊航空補給処　管理部契約課　契約班審査係

　(6) 　提出期間

　(7) 　新たに資格要件が整った場合は、募集期間にかかわらず参加表明をすることができる。

４ 技術資料の審査等
　(1)

　(2)

５ 審査結果の通知
公募実施権者は、資格審査結果及び技術審査結果を応募者に対し通知する。

６ 疑義の申立
　(1)

ア 　窓　口
　第３項第５号に同じ。

イ 　時　間

　(2)

　複数年度の調達に係る公募の結果、合格の結果通知書を受けた者は、対象期間内の各年度
の開始前までに提出済みの技術資料の変更の有無について明記した書面及び変更部分に係る
技術資料を提出しなければならない。

　参加表明書及び技術資料（以下「提出資料」という。）はそれぞれ１部、提出先に持参又
は郵送するものとする。

　令和８年４月２８日（火）～令和８年５月２８日（木）
　なお、直接持参する場合は休日を除く毎日、午前９時から午後５時まで。ただし、正午か
ら午後１時までの時間を除く。

　審査結果に疑義のある者は、公募実施権者に対して、当該疑義の内容について、審査不合
格通知を受理した日の翌日から起算して５日（休日を除く。）以内に書面をもって申し立て
ることができる。

　直接持参する場合は休日を除く毎日、午前９時から午後５時まで。ただし、正午から午
後１時までの時間を除く。

　公募実施権者は、疑義について説明を求められたときは、疑義の申し立ての書面を受理し
た日の翌日から起算して、５日（休日を除く。）以内に説明を求めた者に対して書面により
回答する。

　下請企業に業務を一部委託する場合は、下請（予定）企業一覧表（委託する業務によっ
ては、第２項に規定する体制、能力等を証明する書類を添付すること）
　該当品目に関する品質マネジメントシステムの保有状況を確認できる書類（更新又は申
中の場合は当該事実を確認できる書類）

　ただし、他の公募実施権者が実施した同種の公募手続きにおける技術審査に合格している
場合は、当該合格通知の写し及び合格時の技術資料と変更がない旨の書面をもって代えるこ
とができる。
　対象期間内の提出

　応募する者は、別紙様式第１「参加表明書」並びにア、イに掲げる資料及び次項に掲げる
資料（以下「技術資料」という。）を提出しなければならない。ただし、イについては提出
済（公示年度が同一であり、かつ内容に変更がない場合に限る。）である時、また技術資料
については本項第２号の規定に基づき提出を省略することができる。

　会社の財政状況・経営状況を証する書類（直近の決算期における有価証券報告書、監査
報告書、内部統制システム整備状況の概要等）

　製造にあたって関係法令の規定に該当する場合は、応募現在において許認可を受けている
か、契約履行時までに確実に許認可を受けられる者であること。
　秘密保全体制について、必要な設備及び自社規定が整備されていること。

　別紙様式第２「製造等証明書」及び第２項に規定する体制、能力等を証明する書類（応
募にあたり、一部履行に関して制限がある場合については、その旨を参加表明書に付記す
る。）

　技術資料の提出者は、提出資料について説明を求められた場合には、協力しなければなら
ない。
　技術資料の提出者は、設備体制、保全状況等の業態調査のための協力依頼があった場合に
は、当該施設等への立入りを含め、調査に協力しなければならない。



　(3)

７ 応募にあたっての留意事項
応募者は応募に当たり、下記の各号について同意した上で応募するものとする。

　(1) 　契約一般条項に定める「契約不適合責任」が生じた場合は、極力、良品交換又は修理によ

　(2) 　提出資料に虚偽の記載をした者は、契約の相手方としない。
　(3)

　(4)

　(5)

　(6) 　提出資料は、原則として返却しないものとする。
　(7) 　提出資料の内容に変更が生じた場合、速やかに変更の届出をしなければならない。
　(8)

　(9)

８ 応募者の義務
　(1)

　(2)

　(3)

　(4)

９ その他
　(1)

　(2)

　(3)

　(4) 　提出資料は、応募者に無断で他の目的に使用しない。
　(5) 　公募に関する問合せ先

ア 　公募全般に関すること
　海上自衛隊航空補給処 管理部契約課 契約班審査係
　ＴＥＬ　０４３８－２３－２３６１（内線５０８５～５０８７）

イ 　技術資料に関すること
　海上自衛隊航空補給処 航空機部航空武器整備課 航空武器技術班
　ＴＥＬ　０４３８－２３－２３６１（内線５３０５、５３７９）

　審査後、資料に虚偽の記載が判明した場合、他の調達要求に係る公募又は入札等を停止す
ることができる。

　審査合格者で著しい経営状況の悪化等により契約の相手方として適当と認められなくなっ
た者は、契約の相手方としない。
　当該調達品目については、過去の調達実績等に基づき記載してあるため、今後、必ず調達
があることを保証するものではない。また、調達が既に終了している場合がある。

　資料の作成、提出及び説明会への参加並びに業態調査への協力に要する費用は、応募者の
負担とする。

　提出資料に自社以外のものを引用する場合は、事前に版権等の必要な諸手続を済ませてお
くとともに、出典元を明らかにすること。
　調達品目の仕様に関する問合せは、最寄りの分任支出負担行為担当官に行うことができ
る。

　技術資料の提出者は、提出資料について説明を求められた場合には、協力しなければなら
ない。
　審査合格の通知を受けた者で、契約することを希望しなくなった場合には、速やかに申し
出なければならない。
　応募者で契約相手方とならなかった者は、官が貸出した仕様書等を返却しなければならな
い。
　応募者は官が貸出した仕様書等の内容で一般に公開されていない情報について、第三者に
開示又は漏えいしてはならない。

　原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めないものとする。ただし、真
にやむを得ない事由を該当する省指名停止権者が認めた場合には、この限りではない。

　疑義の再申し立てについては、書面による回答を受理した日から３日（休日を除く。）以
内に書面をもって申し立てることができ、公募実施権者は、疑義の再申し立ての書面を受理
した日の翌日から起算して、３日（休日を除く。）以内に説明を求めた者に対して書面によ
り回答する。

りこれに応ずるものとする。

　正当な理由がなく資料を提出しなかった者、業態調査に協力しなかった又は妨害した者の
応募は無効とする。



別表

1 ６４式７.６２ｍｍ小銃用部品 国　産 豊和工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

2 ＡＮ／ＡＡＳ－４４－（　）型用部品 国　産
富士通ディフェンス＆
ナショナルセキュリティ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

3 ＡＳＡ－７０型用部品 国　産
富士通ディフェンス＆
ナショナルセキュリティ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

4 ＡＳＡ－７０（　）型用部品 国　産
富士通ディフェンス＆
ナショナルセキュリティ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

5 ＡＮ／ＡＡＳ－３６型用部品 国　産
富士通ディフェンス＆
ナショナルセキュリティ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

6 ＡＮ／ＡＡＱ－１５－Ｎ型用部品 国　産 富士通（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

7 ＡＮ／ＡＡＳ－４４－（　）型用部品 国　産 富士通（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

8 ＨＡＱ－１型用部品 国　産 富士通（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

9 ＨＡＱ－２用部品 国　産 富士通（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

10 ＨＭＣＤＳ型用部品 国　産 富士通（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

11 ＨＳＡ－３用部品 国　産 富士通（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

12 ＨＳＡ－４型用部品 国　産 富士通（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

13 ＨＹＱ－１（　）型用部品 国　産 富士通（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

14 ＨＹＱ－２型用部品 国　産 富士通（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

15 Ｎ－ＣＰ－１７８／ＨＳＡ型用部品 国　産 富士通（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

16 Ｎ－ＣＰ－８７（　）／ＨＳＡ型用部品 国　産 富士通（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

17 ＡＮ／ＡＲＲ－７５－１型用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

18 ＡＮ／ＡＲＲ－７８（Ｖ）１型用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

19 ＡＮ／ＡＲＳ－５型用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

20 ＡＲＲ－７２型用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

21 ＨＣＱ－２型用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

22 ＨＲＱ－１用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

23 ＨＲＲ－１型用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

24 Ｒ－１６５１（　）／ＡＲＡ型用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

25 ＳＧ－１１５６／Ａ型用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

26 ＡＳＴＲＳ用部品 国　産 日本飛行機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

27 ＲＭ－３０Ａ用部品 国　産 日本飛行機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

28 ＬＣＳＰＤ－２０Ｋ５０型用部品 国　産
日本電業工作
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

29 Ｎ－ＣＶ－５０３部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

30 ＨＳＣ－２０Ｂ型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

31 ＡＮ／ＡＰＮ－１７１（Ｖ）型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

32 ＡＮ／ＡＰＮ－１７１－Ｎ（　）型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

一連番号 調達予定品目名 調達区分 製造会社 防衛省仕様書



一連番号 調達予定品目名 調達区分 製造会社 防衛省仕様書

33 ＡＮ／ＡＱＡ－７（Ｖ）（　）型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

34
ＣＯＭＭＵＮＩＣＡＴＩＯＮ　ＣＯＮＴＲＯＬ　Ｐ
ＡＮＥＬ用部品

国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

35 ＨＰＮ－１０１Ｂ型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

36 ＨＰＮ－１０２型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

37 ＨＱＡ－１（　）型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

38 ＨＱＡ－７用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

39 ＨＱＭ－９型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

40 ＨＱＳ－１０３Ｂ型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

41 ＨＱＳ－１０４型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

42 ＨＲＣ－１０６型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

43 ＨＲＣ－１１５（　）型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

44 ＨＲＮ－１０５（　）型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

45 ＨＲＮ－１１０（　）型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

46 ＨＳＣ－１２型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

47 ＨＳＣ－１６型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

48 ＭＡＧＲ型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

49 ＮＨＬＲ－１０８（　）型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

50 Ｎ－ＲＴ－２２６/ＨＰＸ－１０５Ｂ型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

51 ＵＳＱ－７８（Ｖ）型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

52 ＵＹＳ－１（Ｖ）型用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

53 ＡＮ／ＡＧＣ－６（　）型用部品 国　産 日本通信紙（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

54 ＨＰＮ－１０３型用部品 国　産
日本航空電子工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

55
ＩＮＥＲＴＩＡＬ ＲＥＦＥＲＥＮＣＥ ＳＹＳ
ＴＥＭ用部品

国　産
日本航空電子工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

56 ＡＮ／ＡＰＮ－１７１（Ｖ）型用部品 国　産
日本航空電子工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

57 ＡＮ／ＡＰＮ－１７１－Ｎ（　）型用部品 国　産
日本航空電子工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

58 ＡＮ／ＡＰＮ－１９４（Ｖ）（　）型用部品 国　産
日本航空電子工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

59 ＨＳＮ－４（　）型用部品 国　産
日本航空電子工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

60 ＡＮ／ＡＲＣ－１５４型用部品 国　産
日本エアロスペー
ス（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

61 ＨＷＱ－３－Ｔ型用部品 国　産
日本アビオニクス
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

62 ＨＱＳ－１０４型用部品 国　産 栃木屋（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

63 ＡＮ／ＡＰＳ－１１５（　）型用部品 国　産
東芝電波プロダク
ツ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

64 ＡＮ／ＡＳＨ－３３（　）型用部品 国　産
東芝電波プロダク
ツ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb
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65 ＡＮ／ＡＹＡ－８（　）型用部品 国　産
東芝電波プロダク
ツ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

66 ＨＲＮ－１０７（　）型用部品 国　産
東芝電波プロダク
ツ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

67 ＨＲＮ－１１４型用部品 国　産
東芝電波プロダク
ツ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

68 ＨＲＮ－１１８型用部品 国　産
東芝電波プロダク
ツ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

69 ＨＳＮ－３（　）型用部品 国　産
東芝電波プロダク
ツ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

70 ＨＹＱ－１（　）型用部品 国　産
東芝電波プロダク
ツ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

71 ＨＲＮ－１２２型用部品 国　産
東芝電波プロダク
ツ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

72 ＨＰＡ－３型用部品 国　産 （株）東芝 DSP Z 9008C 表1のa又はb

73 Ｂ－６Ａ－６３用部品 国　産
東京航空計器
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

74 ＨＰＱ－２型用部品 国　産
東京航空計器
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

75 ＡＮ／ＡＬＲ－６６（Ｖ）３型用部品 国　産 東京計器（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

76 ＨＬＲ－１０８（　）型用部品 国　産 東京計器（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

77 Ｒ４Ａ型用部品 国　産 東京計器（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

78 ＳＡ１６１型用部品 国　産 東京計器（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

79 ＲＯ－３２／ＡＳＱ型用部品 国　産
土屋チャート
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

80 ＡＮ／ＡＩＣ－２２Ｂ（Ｖ）（　）型用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

81 ＨＩＣ－１０Ｃ（　）型用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

82 ＨＩＣ－１１型用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

83 ＨＩＣ－１２用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

84 ＨＩＣ－１３用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

85 ＨＩＣ－３Ｂ型用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

86 ＨＩＣ－６－（　）型用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

87 ＨＩＣ－９型用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

88 ＨＰＱ－２型用部品 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

89 ＮＪＶ－４７２　Ｐ－１用ヘッドセット 国　産 日本無線（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

90 ＨＱＨ－１０３型用部品 国　産 池上通信機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

91 ＨＱＨ－１０６型用部品 国　産 池上通信機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

92 ＨＲＱ－１０６用部品 国　産 池上通信機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

93 ＨＹＱ－１（　）型用部品 国　産 池上通信機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

94 ＡＳＴＲＳ用部品 国　産 多摩川精機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

95 ＨＷＱ－２型用部品 国　産 多摩川精機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

96 ＨＣＱ－１（　）型用部品 国　産 多摩川精機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb



一連番号 調達予定品目名 調達区分 製造会社 防衛省仕様書

97 ＨＬＱ－３－Ｔ型用部品 国　産 多摩川精機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

98 ＨＲＣ－１０７－（　）型用部品 国　産 多摩川精機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

99 Ｎ－ＲＯ－４０／ＨＭＨ型用部品 国　産 多摩川精機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

100 ＵＳＱ－７８（Ｖ）型用部品 国　産
多摩精器工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

101 ＨＱＳ－１０４型用部品 国　産
川西航空機器工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

102 ＨＳＡ－１２１用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

103 Ａ－ＢＯＸ型用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

104 ＡＳＭパイロン用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

105 ＡＳＴＲＳ用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

106 ＨＭＣＤＳ型用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

107 Ｐ－１型（派生機を含む。）航空機武器用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

108 ウィング・パイロン用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

109 魚雷パイロン用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

110 機雷パイロン用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

111 ストア・キャリア用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

112 ソノブイ・ラック用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

113 ソノブイ・ロータリ・ランチャ用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

114 非与圧ソノブイ・ランチャ用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

115 与圧ソノブイ・ランチャ用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

116 ＡＳＴＲＳ用部品 国　産
石原金属化工
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

117 ＡＮ／ＡＩＣ－２２Ｂ（Ｖ）（　）型用部品 国　産
神田通信工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

118 ＤＶＣＳ－６１００型用部品 国　産
神田通信工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

119 ＨＩＣ－６－1用部品 国　産
神田通信工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

120 ＨＩＣ－９型用部品 国　産
神田通信工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

121 ＳＨ－６０Ｊ航空機武器用部品 国　産
神田通信工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

122
ＳＨ－６０Ｋ型（ＵＳＨ－６０Ｋを含む。）航空機
武器用部品

国　産
神田通信工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

123 マイクレシーバ・ブラケット 国　産
神田通信工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

124 航空ヘルメットⅢ型用部品 国　産
神田通信工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

125 ＡＮ／ＡＧＣ－６（　）型用部品 国　産
小林クリエイト
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

126 ７．６２ｍｍ機関銃用部品 国　産
住友重機械工業
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

127 ＨＲＮ－１０１（　）型用部品 国　産
三菱電機ディフェンス＆ス
ペーステクノロジーズ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

128 ＲＲＣ－２２（　）型用部品 国　産
三菱電機ディフェンス＆ス
ペーステクノロジーズ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb
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129 ＲＲＣ－２３（　）型用部品 国　産
三菱電機ディフェンス＆ス
ペーステクノロジーズ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

130 ＲＲＣ－３４型用部品 国　産
三菱電機ディフェンス＆ス
ペーステクノロジーズ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

131 ＲＲＣ－４０用部品 国　産
三菱電機ディフェンス＆ス
ペーステクノロジーズ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

132 ＨＳＱ－１０２用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

133 ＡＮ／ＡＬＱ－７８型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

134 ＡＮ／ＡＬＲ－６６（Ｖ）３型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

135 ＡＮ／ＡＲＡ－５０型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

136 ＡＮ／ＡＲＣ－１４３Ｂ型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

137 ＡＮ／ＡＲＮ－８９Ｂ型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

138 ＡＮ／ＡＳＱ－８１Ｄ（Ｖ）（　）型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

139 ＨＡＱ－１型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

140 ＨＣＱ－１（　）型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

141 ＨＣＱ－２型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

142 ＨＬＱ－２－Ｔ型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

143 ＨＬＱ－３－Ｔ型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

144 ＨＬＱ－４用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

145 ＨＬＲ－１０９（　）型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

146 ＨＬＲ－１０９Ｂ用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

147 ＨＰＡ－１型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

148 ＨＰＡ－２（　）型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

149 ＨＰＱ－１０１（　）型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

150 ＨＰＳ－１０４型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

151 ＨＰＳ－１０５（　）型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

152 ＨＲＣ－１０８（　）型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

153 ＨＲＣ－１１０Ｂ型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

154 ＨＲＣ－１１６型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

155 ＨＲＣ－１１９（　）型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

156 ＨＲＣ－１２３Ｂ用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

157 ＨＲＣ－１２４用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

158 ＨＲＮ－１０１（　）型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

159 ＨＲＮ－１１２（　）型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

160 ＨＲＮ－１１５（　）型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb
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161 ＨＸＱ－２型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

162 Ｎ－ＣＶ－４０８型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

163 ＮＨＬＲ－１０７（　）型用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

164 ２５０－Ｂ１７Ｄ用部品 国　産
三菱重工航空エン
ジン（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

165 ＡＮ／ＡＷＧ－１９Ｃ（Ｖ）１型用部品 国　産
三菱重工業（株）
名誘

DSP Z 9008C 表1のa又はb

166 ＨＷＧ－２型用部品 国　産
三菱重工業（株）
名誘

DSP Z 9008C 表1のa又はb

167 ＨＷＧ－３型用部品 国　産
三菱重工業（株）
名誘

DSP Z 9008C 表1のa又はb

168 ＨＷＱ－２－Ｔ型用部品 国　産
三菱重工業（株）
名誘

DSP Z 9008C 表1のa又はb

169 ＨＷＱ－３－Ｔ型用部品 国　産
三菱重工業（株）
名誘

DSP Z 9008C 表1のa又はb

170 Ａ－３０１型用部品 国　産
三菱重工業（株）
名航

DSP Z 9008C 表1のa又はb

171 ＨＸＱ－１型用部品 国　産
三菱重工業（株）
名航

DSP Z 9008C 表1のa又はb

172 ＡＮ／ＡＡＳ－４４－（　）型用部品 国　産 三菱重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

173 ＡＮ／ＡＰＮ－２２７型用部品 国　産
三菱プレシジョン
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

174 Ｄ－９１型用部品 国　産
三菱プレシジョン
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

175 ＨＷＱ－２－Ｔ型用部品 国　産
三菱プレシジョン
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

176 ＢＲＵ－４７／Ａ用部品 国　産 細谷火工（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

177 ＡＮ／ＡＳＱ－８１Ｄ（Ｖ）（　）型用部品 国　産 細谷火工（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

178 ＢＲＵ－１２／Ａ用部品 国　産 細谷火工（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

179 ＢＲＵ－１４／Ａ用部品 国　産 細谷火工（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

180 ＢＲＵ－１５／Ａ用部品 国　産 細谷火工（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

181 ＭＡＵ１２Ｃ－Ａ用部品 国　産 細谷火工（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

182 標的曳航装置ＲＭ－３０Ａ用部品 国　産 細谷火工（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

183 ＨＳＣ－２４用部品 国　産 （株）光電製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

184 ＬＭＨ－１用部品 国　産 光進電気工業(株) DSP Z 9008C 表1のa又はb

185 ＤＲＹ－０００００用部品 国　産 古野電気（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

186 ＨＲＮ－１２１型用部品 国　産 古野電気（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

187 ＦＡ－１５０Ｄ型用部品 国　産 古野電気（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

188 ＨＲＡ－６（　）型用部品 国　産 古野電気（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

189 ＨＲＮ－１１３型用部品 国　産 古野電気（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

190 ＨＲＮ－１１５（　）型用部品 国　産 古野電気（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

191 ＨＲＮ－１１６（　）型用部品 国　産 古野電気（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

192 ＨＷＱ－３－Ｔ型用部品 国　産
関東航空計器
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb



一連番号 調達予定品目名 調達区分 製造会社 防衛省仕様書

193 ＡＮ／ＡＧＣ－６（　）型用部品 国　産 沖電気工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

194 ＨＱＡ－１（　）型用部品 国　産 沖電気工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

195 ＨＱＡ－２型用部品 国　産 沖電気工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

196 Ｎ－ＲＯ－４０／ＨＭＨ型用部品 国　産 沖電気工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

197 ＨＱＳ－１０３Ｂ型用部品 国　産 横浜ゴム（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

198 ５５式信号けん銃用部品 国　産
ミネベアミツミ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

199 ＡＥＲＯ－１Ａ用部品 国　産
ミネベアミツミ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

200 ＢＲＵ－１２／Ａ用部品 国　産
ミネベアミツミ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

201 ＢＲＵ－１４／Ａ用部品 国　産
ミネベアミツミ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

202 ＢＲＵ－１５／Ａ用部品 国　産
ミネベアミツミ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

203 ＢＲＵ－４７／Ａ用部品 国　産
ミネベアミツミ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

204 ＨＷＱ－２－Ｔ型用部品 国　産
ミネベアミツミ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

205 ＭＡＵ１２Ｃ－Ａ用部品 国　産
ミネベアミツミ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

206 非与圧ソノブイ・ランチャ用部品 国　産
ミネベアミツミ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

207 マ－カ投下器　１　型用部品 国　産
ミネベアミツミ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

208 与圧ソノブイ・ランチャ用部品 国　産
ミネベアミツミ
（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

209 着水路灯用部品 国　産 フジクラ（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

210 ＡＮ／ＡＡＳ－３６（　）型用部品 国　産 ティアック（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

211 魚雷コントロールケーブル・レトリバー 国　産 ダイキン（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

212 ＨＷＧ－１用部品 国　産
シンフォニアテク
ノロジー（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

213 武器管制系統用部品 国　産
シンフォニアテク
ノロジー（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

214 ＡＮ／ＡＰＸ－１００（Ｖ）（　）型用部品 国　産
ＮＥＣネットワー
クセンサ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

215 ＡＮ／ＡＰＸ－１１８－Ｎ用部品 国　産
ＮＥＣネットワー
クセンサ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

216 ＨＰＱ－１０１（　）型用部品 国　産
ＮＥＣネットワー
クセンサ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

217 ＨＰＸ－１０１（　）型用部品 国　産
ＮＥＣネットワー
クセンサ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

218 ＨＰＸ－１０２型用部品 国　産
ＮＥＣネットワー
クセンサ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

219 ＨＰＸ－１０３型用部品 国　産
ＮＥＣネットワー
クセンサ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

220 ＨＰＸ－１０５用部品 国　産
ＮＥＣネットワー
クセンサ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

221 ＨＲＣ－１１２（　）型用部品 国　産
ＮＥＣネットワー
クセンサ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

222 ＲＲＣ－２９（　）型用部品 国　産
ＮＥＣネットワー
クセンサ（株）

DSP Z 9008C 表1のa又はb

223 諸装置監視盤　ＴＮＬ－１０５７Ａ 国　産 ＪＲＣ特機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

224 ＲＲＣ－１５型用部品 国　産 ＦＤＫ（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb



一連番号 調達予定品目名 調達区分 製造会社 防衛省仕様書

225 ＲＲＣ－２２（　）型用部品 国　産 ＦＤＫ（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

226 ＡＮ／ＡＣＱ－５（　）型用部品 国　産 （株）日立製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

227 ＨＣＱ－１（　）型用部品 国　産 （株）日立製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

228 ＨＣＱ－２型用部品 国　産 （株）日立製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

229 ＨＣＱ－３　Ｐ－１用部品 国　産 （株）日立製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

230 ＡＳＴＲＳ用部品 国　産 （株）日立製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

231 ＨＳＡ－５用部品 国　産 （株）日立製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

232 ＡＮ／ＡＲＣ－１６１型用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

233 ＣＵ－２０７０（　）／ＡＲＣ型用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

234 ＨＣＱ－１（　）型用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

235 ＨＧＡ－１０１Ｃ型用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

236 ＨＲＣ－１０７－（　）型用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

237 ＨＲＣ－１１８（　）型用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

238 ＨＲＣ－１１９（　）型用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

239 ＨＲＣ－１２０型用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

240 ＨＲＣ－１２１（　）型用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

241 ＨＳＣ－１５（　）型用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

242 ＨＳＣ－１８（　）型用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

243 ＨＳＣ－１９（　）型用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

244 Ｎ－ＣＵ－５８／ＨＲＣ型用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

245 ＨＲＣ－１２２用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

246 ＨＳＣ－２２用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

247 ＨＳＣ－２３用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

248 ＡＮ／ＡＡＱ－１５－Ｎ型用部品 国　産 （株）東芝 DSP Z 9008C 表1のa又はb

249 ＡＮ／ＡＰＳ－１１５（　）型用部品 国　産 （株）東芝 DSP Z 9008C 表1のa又はb

250 ＡＮ／ＡＳＨ－３３（　）型用部品 国　産 （株）東芝 DSP Z 9008C 表1のa又はb

251 ＡＮ／ＡＳＱ－２１２（Ｊ）型用部品 国　産 （株）東芝 DSP Z 9008C 表1のa又はb

252 ＡＮ／ＡＹＡ－８（　）型用部品 国　産 （株）東芝 DSP Z 9008C 表1のa又はb

253 ＨＲＮ－１０７（　）型用部品 国　産 （株）東芝 DSP Z 9008C 表1のa又はb

254 ＨＲＮ－１１４型用部品 国　産 （株）東芝 DSP Z 9008C 表1のa又はb

255 ＨＲＮ－１１８型用部品 国　産 （株）東芝 DSP Z 9008C 表1のa又はb

256 ＨＳＮ－３（　）型用部品 国　産 （株）東芝 DSP Z 9008C 表1のa又はb



一連番号 調達予定品目名 調達区分 製造会社 防衛省仕様書

257 ＨＹＱ－１（　）型用部品 国　産 （株）東芝 DSP Z 9008C 表1のa又はb

258 ＨＹＱ－２型用部品 国　産 （株）東芝 DSP Z 9008C 表1のa又はb

259 Ｎ－ＣＰ－１７８／ＨＳＡ型用部品 国　産 （株）東芝 DSP Z 9008C 表1のa又はb

260 ＨＹＱ－３型用部品 国　産 （株）東芝 DSP Z 9008C 表1のa又はb

261 ＨＰＳ－１０６用部品 国　産 （株）東芝 DSP Z 9008C 表1のa又はb

262 ＣＶ－２４６１Ａ／Ａ型用部品 国　産 （株）島津製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

263 ＨＫＸ－１型用部品 国　産 （株）島津製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

264 ＨＳＡ－１０５（　）型用部品 国　産 （株）島津製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

265 ＩＤ－１５５９Ａ／ＡＳＡ－６４型用部品 国　産 （株）島津製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

266 Ｎ－ＣＶ－２７６型用部品 国　産 （株）島津製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

267 Ｎ－ＴＲ－４５型用部品 国　産 （株）島津製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

268 ＲＯ－３２／ＡＳＱ型用部品 国　産 （株）島津製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

269 ＨＳＣ－１７（　）型用部品 国　産 （株）光電製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb

270 ＲＲＣ－２２用部品 国　産 （株）海洋テクノ DSP Z 9008C 表1のa又はb

271 ＨＬＱ－５-Ｔ用部品 国　産 三菱電機（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

272 ＨＳＮ－４( )用部品 国　産
日本航空電子工業
㈱

DSP Z 9008C 表1のa又はb

273 ＨＰＮ－１０３用部品 国　産
日本航空電子工業
㈱

DSP Z 9008C 表1のa又はb

274 ウイングパイロン用部品 国　産 櫻護謨㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

275 ＡＳＴＲＳ用部品 国　産 櫻護謨㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

276 ＨＲＣ－１１８用部品 国　産 川崎重工業㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

277 ＨＬＱ－５-Ｔ用部品 国　産 川崎重工業㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

278 ＨＰＸ－１０６( )用部品 国　産 （株）国際電気 DSP Z 9008C 表1のa又はb

279 ＨＱＨ－１０５用部品 国　産 池上通信機㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

280 ＨＬＱ－５-Ｔ用部品 国　産 多摩川精機㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

281 ＨＰＸ－１０４Ｂ用部品 国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

282 ＣＵ－２０７０（　）／ＡＲＣ型用部品 国　産
日本アビオニクス
㈱

DSP Z 9008C 表1のa又はb

283 ＨＱＳ－１０４用部品 国　産 三菱重工業㈱名航 DSP Z 9008C 表1のa又はb

284
６２７Ｐ０７００１－１０３（通信制御装置）
型用部品

国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

285 ＨＬＱ－５-Ｔ用部品 国　産 日本マルコ㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

286 ＨＬＱ－５-Ｔ用部品 国　産
オリエントマイク
ロウェーブ㈱

DSP Z 9008C 表1のa又はb

287 ＨＬＱ－５-Ｔ用部品 国　産 ユーバー㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

288 ＨＬＱ－５-Ｔ用部品 国　産 丸文㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb



一連番号 調達予定品目名 調達区分 製造会社 防衛省仕様書

289
ⅭＤＳ ＩＮＴＥＲＦＡＣＥ　ＢＯＸ　ＨＡＲ
ＤＷＡＲＥ

国　産 沖電気工業㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

290
６２７Ｐ０７００１－１０１（通信制御装置）
型用部品

国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

291
６２７Ｐ０７００１－１０５（通信制御装置）
型用部品

国　産 日本電気㈱ DSP Z 9008C 表1のa又はb

292 ＡＮ／ＡＡＳ―３６―Ｎ（　）型用部品 国　産 富士通（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

293 ＨＰＸ－１０５用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

294 慣性基準装置用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

295 ＬＩＮＫ１６用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

296 船舶自動識別装置用部品 国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

297
７１１Ｐ１２１２１－１０３(戦闘指揮システム周辺
器材)用部品

国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

298
７１１Ｐ１２１２１－８０１(戦闘指揮システム周辺
器材)用部品

国　産 川崎重工業（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

299 ＨＬＱ－５－Ｔ用部品 国　産 綜合電子（株） DSP Z 9008C 表1のa又はb

300 ＨＳＣ－２４（　）用部品 国　産 （株）光電製作所 DSP Z 9008C 表1のa又はb



別紙様式第１

○○．○○．○○

　(公募実施権者）
分任支出負担行為担当官
海上自衛隊航空補給処管理部長　　宛

○○県○○市○○町○－○○
○○○○株式会社　　　　　　　　　　　
代表取締役社長　　○　○　○　○　　印

空補処公示第７－７号(令和６年１１月１２日)

添付書類： １　資格審査結果通知書（写し）
２　令和○○年○月期有価証券報告書（空補処公示第○○－○○号にて提出済）
３　技術資料一式

ア　契約実績一覧表
イ　何　々
ウ　何　々　……

※ 添付書類の記載は一例であり、契約希望者募集要項にしたがい、必要事項を列挙してください。

参　　加　　表　　明　　書

一連
番号

調達予定品目名
（親機器）

調達区分 製造会社 防衛省仕様書



別紙様式第２

○○．○○．○○

　(公募実施権者）
分任支出負担行為担当官
海上自衛隊航空補給処管理部長　　宛

○○県○○市○○町○－○○
○○○○株式会社　　　　　　　　　　　
代表取締役社長　　○　○　○　○　　印

　応募する品目について、付表のとおり証明します。

添付書類：付　表

製　　造　　等　　証　　明　　書



付　　表

空補処公示第７－７号(令和６年１１月１２日)

※ 応募条件の承諾有無欄に丸印を付して頂き、対応する提出書類の記載をお願いします。
（応募条件に該当しない場合の記載は不要です。）

※ すでに提出した書類については、公募本文第３項第２号に基づき省略が可能となります。

応　　募　　条　　件
応募条件の
承諾の有無

提出書類
（応募者記入欄）

　不具合時、迅速、かつ継続的に対応可
能である。

は い　 いいえ

　必要な技術、機械器具、生産設備等を
有する。

は い　 いいえ

　契約履行時に、特許等工業所有権が使
用可能である。

は い　 いいえ

該当なし

　官の指定する検査設備及び検査体制が
整っている。

は い　 いいえ

　契約履行時に法令の規定に基づく許認
可等を有している。

は い　 いいえ

該当なし

　製造図面等を有している。 は い　 いいえ

　部品製造に対応した防衛省仕様書及び
ＩＳＯ規格等の品質管理体制が整ってい
る。

は い　 いいえ


